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お わ り に
は じ め に
近時，環境法上の議論において，現在世代における環境および人間の保護に
とどまらず，将来世代の環境および人間の保護をも実現していこうとする動向
を見て取ることができる。その典型的な例が，「持続的な発展（sustainable de-
velopment; dauerhafte Entwicklung）」や「将来世代の保護（Schutz der künftigen
Generationen）」を環境法上の目標として捉えようとするものであり，とりわけ
「持続性原則（Nachhatligkeitsprinzip）」を環境法上の法原則のひとつに数える
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立場も存在する1)。これらの目標は，かつては国際環境政策や国際環境法の領
域で主として論じられてきたものであったが，古典的な環境汚染現象のみなら
ず，新たに法的な対応を求められる問題が強く認識されるようになったことも
あり，国際環境政策や国際環境法において展開されてきた議論を環境法上の議
論へと引き込んで，その実践を図ろうとする動向が，近時において顕著に見ら
れるようになってきた。
環境法におけるこうした「持続性志向」・「将来志向」が，どのように展開さ
れてきており，また，いかにして「持続性原則」という環境法上の原則として
捉えられうるようになってきたのか。本小論では，この点を論究するための第
一歩として，まずは「持続性志向」・「将来志向」の萌芽・成立の経緯や実定法
化について，2000 年代初頭までのドイツ環境法上の議論を主な素材として概
観するものである。
第 1章 「持続的な発展」をめぐる議論の展開
第 1節 ブルントラント委員会によるレポート
⑴ 現在世代にとどまらず，将来世代における環境および人間の保護を視野
に入れていこうとする動向の契機は，国際レベルでの政策論や国際会議等にお
けるドキュメントなどにおける認識であった。そして，こうした動向の端緒と
なったのが，周知のように，「持続的な発展（sustainable development）」概念
の登場であった。そして，同概念が世界的に浸透していくひとつの大きな契機
となったのが，1987 年に「環境と発展に関する世界委員会（World Commission
on Environment and Development, WCED）」において，当時のノルウェーの首相
ブルントラント（Gro Harlem Brndtland）を座長として組織されたいわゆる
「ブルントラント委員会」によって公にされたレポート「我ら共有の未来
（Our Common Future）」であった2)。ブルントラント委員会がこのレポートを
公刊する前においても，漁業や林業の分野において，持続的な漁業や林業の重
要性が国際レベルで説かれてはいたものの，その影響力はそれほど強いもので
⚑） 持続性原則を環境法上の法原則として捉えてきた代表的な論者として，例えば，Wolfgang
Kahl, Der Nachhaltigkeitsgrundsatz im System der Prinzipien des Umweltrechts, in: Hartmut
Bauer / Detlef Czybulka / Wolfgang Kahl / Andreas Voßkuhle（Hrsg.）, Umwelt, Wirtschaft
und Recht, 2002, S. 133ff.
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はなく，ブルントラント委員会のレポートによって，その重要性が一躍認識さ
れるに至ったのである。
⑵ ブルントラント委員会が説くところによれば，「持続的な発展」のもと
では，現在世代に固有の要求を満足させるために，将来世代の機会に危険を及
ぼさないようにしなければならないとされたのである。ただし，この点とは，
環境の保護のみを掲げた「原則」として明記されているわけではなく，環境資
源の利用を厳格に禁じるような，環境保護に特化した基準を示すものではない
のである。つまり，環境の保護を無視した経済的発展および社会的発展を志向
するのではなく，将来世代におけるニーズを視野に入れたうえで，経済的発
展・社会的発展・環境保護という三極関係の調和の保持を図っていこうとする
わけである。ブルントラント委員会の想定する「持続的な発展」の「肝」は，
まさにこの点に存するといえる3)。
第 2節 リオ宣言およびアジェンダ 21
⑴ こうしたブルントラント委員会によるレポートの内容をさらに前進させ
ることとなったのが，1992 年にブラジルのリオ・デ・ジャネイロにおいて開
催された国連会議において公にされたドキュメントであった。そのなかでも，
特にここで挙げられるべきは，いわゆる「リオ宣言（Rio Declaration）」と，そ
の内容をより具体化した指針の明記を試みている「アジェンダ 21（Agenda
21）」である。
⑵ リオ宣言は，全部で 27 の原則から構成されている。「持続的な発展」と
いう用語は，随所で用いられてはいるものの，その正確な定義づけがなされて
はおらず，また上述のブルントラント委員会によるレポートを直接的な出典と
しているかは判然としないために，ブルントラント委員会の想定する「持続的
な発展」概念との異同が問題となりえるが，Walter Frenz によれば，大体に
おいて一致が見られるとする4)。リオ宣言において明記された各原則を見ても
⚒） World Commission on Environment and Development, Our Common Future, 1987. ブルント
ラント委員会による同レポートは，環境と開発に関する世界委員会『地球の未来を守るために』
（福武書店，1987 年）として邦訳がなされている。
⚓） Walter Frenz, Sustainable Development durch Raumplanung, 2000, S. 14.
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わかるように，リオ宣言においてもまた，環境保護的側面を最優先するよう想
定されているわけではなく，経済的発展・社会的発展・環境保護という三極関
係の調和を将来世代にわたっても保持し続けることが，念頭に置かれているの
である5)。第 4原則が，経済的・社会的発展のプロセスに環境保護的側面を組
み込む必要性を指摘しているのも，同様の趣旨に基づくものといえよう。ただ
し，他方では，リオ宣言の想定する「持続的な発展」の中心に人間が置かれて
いる点（第 1原則）に争いが見られることは措くとして6)，環境保護（および経
済的・社会的発展）に関して現在世代と将来世代との世代間衡平の必要性が指
摘されていることは，環境法にとって重要なことであるといえよう（第 3 原
則）7)。
⑶ アジェンダ 21 は，上述のリオ宣言の内容をより詳細に具体化している。
「社会的次元および経済的次元」，「発展のための資源の保全と管理」，「重要な
グループの役割強化」，「実現の手法」という 4つのセクションから構成され，
全部で 40 の章を有している。本論文においては，その詳細な内容に踏み込ん
だ考察は行なえないが8)，アジェンダ 21 では，経済的発展・社会的発展・環
境保護の三極関係の調和保持を意図しつつ，一定の目標を掲げ，その目標を達
成するためのパースペクティブ，種々の措置や手法が提示されている。
第 3節 EC/EU環境法における「持続的な発展」への取り組み
⑴ これまで，EC/EU においてもまた，環境政策に対して積極的な取り組
みがなされてきた。そして，そうした取り組みのなかにおいても，将来性に対
する配慮を志向する政策や立法を見て取れるのである。
⚔） Frenz, a. a. O., S. 15.
⚕） Gerd Ketteler, Der Begriff der Nachhaltigkeit im Umwelt- und Planungsrecht, NuR 2002, 513
（513f.）.
⚖） この点は，環境法の文脈においては，いわゆる「人間中心主義的環境保護」の思考として，
「生態系中心主義的環境保護」との論争があるところである。「リオ宣言」が明記する人間中心
主義的側面については，Wolfgang Winkler, Stichwort „Nachhaltigkeitʡ, in: Otto Kiminich /
Heinrich Freiherr von Lersner / Peter-Christoph Storm（Hrsg.）, Handwörterbuch des
Umweltrechts（HdUR）, Bd. II, 2. Aufl., 1994, Sp. 1428 も参照。
⚗） 大塚直「持続可能な発展概念」法学教室 315 号（2006 年）68 頁。
⚘）「アジェンダ 21」における「持続的な発展」の含意の概略については，Frenz, a. a. O., S. 17ff.
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例えば，EC 時代の 1987 年に取り纏められて公表された第 5 次行動プログ
ラム（Aktionsprogramm）9)では，ブルントラント委員会レポートが表明した将
来世代に対する配慮 将来世代のニーズを充足する可能性を損なうことな
く，現在世代のニーズを充足すること と同様の指摘を行なっている10)。
⑵ また，EC の環境政策に関しては，EC 条約 174 条が一般的規定を設け
ている。同条においては，環境の保全・保護と環境の質の改善（1項 1 号），人
間の健康を保護すること（1 項 2 号），高度の環境保護水準を目標とすること
（2 項 1 文），予防原則（2 項 2 文）などが明記されている。これらの規定は，一
般に環境保護の推進を図るものであるが11)，特に本論文の主題との関係で指
摘しておきたいのは，EC の環境政策が，天然資源の慎重かつ合理的な
（umsichtig und rationell）利用という目標の達成に寄与すべきことを定めている
EC条約 174 条 1 項 3 号である。その文言からもわかることであるが，この規
定は，天然資源の有限性に鑑みて，その利用に際しては十全な配慮を要し，ま
た最大に効用を発揮しうるよう利用されなければならない点を表明するもので
あり，経済的発展・社会的発展・環境保護という三極関係の調和を保ちなが
ら，それぞれのファクターの伸張を意図しようとするものであるといえる12)。
⑶ さらに，上記の条文の他に，直接に「持続的な発展」という語を用いて
いる条文が存在する。EC の任務を定めた EC 条約 2 条と，EC の諸政策の決
定・執行時に環境保護の必要性を説く同条約 6 条である。前者においては，
ECs/EU 共通の経済市場を形成し，EC の諸政策を展開することで，「経済生
活の持続的な発展（nachhaltige Entwicklung des Wirtschaftslebens）」その他を促
進することが，EC の任務であるとされており，「持続的な発展」が経済的発
展の文脈で想定されている。これに対して，同条は，経済面に限定された「持
続的な発展」を志向するものなのではなく，むしろ社会的発展と環境保護とを
⚙） 5. Aktionsprogramm der EG. ABl. 17. 5. 1993 C 138 S. 5ff.
10） Daniela von Bubnoff, Der Schutz der künftigen Generationen im deutschen Umweltrecht,
2001, S. 42.
11） これらの規定が，「持続的な発展」論との関係において，いかなる意義を持つかについては，
Frenz, a. a. O., S. 35ff.を参照。
12） Frenz, a. a. O., S. 32ff.
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併せた三極関係の「持続的な」保持を志向するように，「持続的な発展」とい
う目標によって経済面の発展が方向付けられなければならない旨が表明されて
いるという指摘がある13)。他方，EC 条約 6 条の規定もまた，EC による諸政
策の決定・執行時においては，環境保護の面が取り入れられなければならず，
これにより「持続的な発展」が促進されるということに主眼がある。やはり，
特定の政策領域に限定された「持続的な発展」が想定されているのではなく，
全ての領域における経済的発展・社会的発展・環境保護という三極関係の調和
保持が想定されているのである14)。EC 条約 6 条が「横断条項（Querschnitt-
sklausel）」と称されているのも，このためなのである。
第 4節 ドイツにおける「持続的な発展」への政策的取り組み
⑴ 以上のように，「持続的な発展」をめぐる議論は，国際レベルにおいて
展開され，次第に全世界的に浸透していくこととなったわけであるが，こうし
た議論は，ドイツをはじめとするヨーロッパ各国においても，各国内の政策レ
ベルにおいて議論され，浸透していくに至った。そして，ドイツにおいて，
「持続的な発展」をめぐる政策的議論に積極的に取り組んだのが，「環境問題専
門家委員会（Sachverständigenrat für Umweltfragen, SRU）」であった。とりわ
け，同委員会によって 1994 年に公刊された報告書15)は，「持続的な発展」を
めぐる議論について初期段階で取り組んだ先駆的存在として，注目されるもの
である。
⑵ この 1994 年の報告書においては，やはり経済的発展・社会的発展・環
境保護の三者の調和保持が図られているという点では，これまで触れてきた国
際レベルでの各種ドキュメントと同様である。しかし，これまでの例と比べた
13） Frenz, a. a. O., S. 42ff. Eckhard Rehbinder, Ziele, Grundsätze, Strategien und Instrumente des
Umweltschutzes, in: Klaus Hansmann / Dieter Sellner（Hrsg.）, Grundzüge des Umweltrechts,
3. Aufl., 2007, § 3 Rn. 81 もまた，同条は，経済的発展・社会的発展・環境保護の三極関係の調
和保持を表明していると見る。
14） これに対して，Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 81 は，同条の規
定の仕方（「……環境保護の必要性が，取り入れられなければならない」）からは，環境保護の
側面が強調されていると説く。
15） Rat von Sachverständigen für Umweltfragen, Umweltgutachten 1994, in: BT-Drucks. 12 /
6995.
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場合に，その重要性が指摘されているのは，同委員会による 1994 年の報告書
が，「持続的な発展」の実現に向けて，環境政策上の 3 つの具体的な指針
（Managementregel）を定立するに至っているからである。すなわち，（ア）再
生可能な環境資源については，その再生のレートを越えて利用してはならない
こと，（イ）再生不可能な環境資源については，配慮しながら（schonend）か
つ倹約的に（sparsam）利用しなければならないこと，また当該環境資源の機
能的代替物の可能性を探ること，（ウ）有害物質が環境中に放出される際には，
その環境収容力を超えてはならないこと，である。そして，同委員会は，「持
続的に環境に適した発展」の実現に際して，実践的な指標が必要である旨を説
いていた。
⑶ その後，ドイツ国内おいては，上述の指針が，他の機会に組織された委
員会によってその拡充・精緻化が進められるなど，国内の各文書においてその
旨が記載されるに至っている16)。例えば，環境問題専門家委員会は，前記の
レポートを公刊した後にも，同様の問題に取り組んでいるし，連邦環境庁
（Umweltbundesamt）においても，同様の問題が議論され，レポートが公表さ
れている。また，第 12 期および第 13 期の政権時に組織された「Enquête 委
員会」は，前記の 3 つの指針に加えて，（エ）人間による環境への負荷と環境
の生育・形成プロセスとの時間的適合性，（オ）人間の健康に対する危険およ
びリスクの予防について指摘した。
⑷ 2002 年には，ドイツ連邦政府が，「持続的な発展のための我々の戦略
（Unsere Strategie für nachhaltige Entwicklung）」という副題を持つレポートを公
刊するに至っている。同レポートにおいては，ブルントラント委員会による表
明と同様に，将来世代の要求を満たす機会が損なわれることのないよう，現在
世代の要求が満たされなければならない旨が，基本的原則として掲げられてい
る。また，上述した（ア）～（ウ）の指針が，やはり明記されるに至ってい
る。さらには，エネルギーや農業等の分野の問題の他にも，国際レベルでの経
済的・社会的問題としての貧困や産業構造等の問題など，幅広く言及されてい
る17)。
16） ここで記載する経緯の概要については，Kettteler, NuR 2002, 513（515f.）.
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第 2章 ドイツ環境法における「持続性」をめぐる議論の展開
国際環境政策のレベル，そしてまたドイツにおける環境政策のレベルにおい
てこうした動向が見られた反面，従前のドイツの実定環境法においても「持続
的な」環境保護志向が既に見出されていたことを指摘する動き，あるいは上述
の政策的議論をドイツ環境法のレベルにおいて実定化していこうとする試み，
さらにいえば，上述の議論のうちの環境保護的側面のみを抽出したうえで，環
境法上の法原則として「収斂」させようとした試みが存在した。以下，その代
表的な例を見てみよう。
第 1節 基本法 20a 条：国家目標規定としての環境保護
⑴ 上記のような動向のひとつは，ドイツの基本法（Grundgesetz, GG）18)が
1994 年に改正された際に盛り込まれた国家目標規定としての環境保護（20a
条）である。それまでにも，明確な基本権として環境保護の明文化を主張する
見解があったが，実際に基本法に規定されるには至らず，国家目標規定という
形で環境保護の必要性が基本法上掲げられることとなった。同条は，「国家は
……」と規定していることからもわかるとおり，個人の主観的基本権を念頭に
置いたものではなく，あくまでも客観法上の準則であると解されるのが，一般
的である19)。そのため，同条が第一次的に「名宛人」とするのは， 殆ど
の環境汚染問題が，私人によって惹起されるのではあるが 実定環境法を具
体的に制定する立法者であり，また下位規範の定立や具体的な行政決定を行な
う執行権とされるのである20)。
⑵ 同条においては，「国家は，将来世代に対しても責任を負いながら，
17） Reinhard Sparwasser / Rüdiger Engel / Andreas Voßkuhle, Umweltrecht, 5. Aufl., 2003, §
2 Rn. 26.
18） Grundgesetz für die Bundesrepbulik Deutschland vom 23. 5. 1949（BGBl. I S. 1）.
19） Michael Kloepfer, Umweltrecht, 3. Aufl., 2004, § 3 Rn. 9. この点について，連邦行政裁判所
の判例を一例のみを挙げれば，BVerfG, NVwZ 2001, 1148（1149）.
20） Dietrich Murswiek, Artikel 20a, in: Michael Sachs（Hrsg.）, Grundgesetz, 4. Aufl.,2007, Rn.
56a. これに対して，Sparwasser / Engel / Voßkuhle, a. a. O., § 1 Rn. 155 は，ここでの執行権の
役割は，立法者の役割に比して大きくない旨を指摘する。
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……自然による生命基盤を保護する」と規定されている。同条は，現在世代に
とどまらずに，将来世代に対しても，国家が責任を負う旨を明記してはいるも
のの，「持続的な発展」についての直接の言及をしてはいない。この点とも関
係して，同条が，前述した「持続的な発展」論に見られたように，経済的・社
会的発展との調和保持を前提とする環境保護を志向しているのか，それとも，
専ら環境資源の長期的保護・管理を優先的に実現しようとするのか 後述す
るように，ドイツ環境法上その意義が存在指摘されてきた「持続性」論は，こ
うした意味を有することが多い について，見解の相違が見られるところで
ある21)。
⑶ ここで，本条が特定の行政活動を要求しうる法的根拠として機能するか
否かは措くとしても，環境資源の保護・管理という面に関して見てみると，多
くの論者による分析の結果，同条からは，以下のような結論が導出可能である
とされる22)。すなわち，第一に，再生可能な環境資源については，その再生
のレートを超えて利用してはならないこと。そして第二に，再生不可能な環境
資源は，倹約的に利用されなければならないこと。第三に，有害物質が環境中
に放出される場合，その環境に対する負荷の評価にあたっては，当座の環境影
響のみならず，環境中での長期的な蓄積効果をも考慮しなければならないこ
と。最後に，放射性廃棄物の最終処分の場合に代表されるように，長期的なリ
スクを考慮しなければならないこと。
⑷ なお，同条に保護対象として規定されている「自然による生命基盤」と
は，具体的には何を意味するのかが問題となる。というのも，「自然による生
命基盤」という語自体は，これまでの他の実定環境法には見られなかったもの
であり，その点では目新しいものだからである。この点について，一般には，
21） 基本法 20a 条が環境保護的側面のみを追求するとの立場に与する論者として，Ketteler,
NuR 2002, 513（517）; Murswiek, in: Sachs（Hrsg.）, a. a. O., Art. 20a Rn. 57a. 他方で，同条は，
環境保護的側面の追求だけではなく，経済的・社会的発展をも追及するとの立場に与する見解
として，Frenz, a. a. O., S. 66ff.; Sebastian Heselhaus, Verfassungsrechtliche Grundlagen des
Umweltschutzes, in: Klaus Hansmann / Dieter Sellner（Hrsg.）, Grundzüge des Umweltrechts,
3. Aufl., 2007, § 1 Rn. 14.
22） Murswiek, in: Sachs（Hrsg.）, a. a. O., Art. 20a Rn. 32. Ketteler, NuR 2002, 513（517）もまた，
同様の立場に立つその他の論者を挙げながら，この点を指摘する。
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人間および動植物が生きていくうえでの基盤たる全ての自然環境全般を指し，
自然環境中の大気等の各構成要素間の相互連関も含むと解されている23)。し
たがって，このような見方に従うならば，「自然による生命基盤」からは，社
会的環境や文化的環境等は排除されることとなるが，他方では，社会的環境や
文化的環境を同条の保護対象として含むとする見解も見られ，やはり見解の相
違が見られる24)。
第 2節 森林管理法制
⑴ 前款で述べたように，基本法において環境保護が国家目標規定という形
で掲げられたのは，1994 年という比較的最近のことであった。しかし，他方
では，ドイツの個別の実定環境法においては，かねてより「持続性（Nachhal-
tigkeit）」なる概念が基底に存在していたこと，または現に実定化されていた
ことが指摘され，「持続可能な発展」論との異同等について論じられてきたと
いう経緯も存在する。そして，「持続性」なる概念を具体化している最たる例
として挙げられるのが，森林法制における森林管理である。
⑵ ドイツ環境法における「持続性」概念の起源については，森林管理法制
に求めることができるということは，ドイツ環境法学において認められている
一般的な見解であるといえる。もともと，ドイツにおけるこの種の森林管理法
制は，18 世紀初頭にまでḪることができるとされる25)。当初の森林管理法制
は， 想像に難くないところではあるが 専ら経済的側面のみを追求する
ものであった。その後，19 世紀に至り，森林が存在することによる環境保護
的側面も次第にクローズアップされるようになった。すなわち，森林の有する
保護機能（例として水・土壌・気候保護・大気保護に関して）（＝環境保護面の追
求）と涵養機能（社会的側面の追求）が着目されるようになったのである。そ
して，このことは，連邦森林法26)（Bundeswaldgesetz, BWaldG）1 条 1 号に明
23） Heselhaus, in: Hansmann / Sellner, a. a. O., § 1 Rn. 17；Murswiek, in: Sachs（Hrsg.）, a. a. O.,
Art. 20a Rn. 27f.
24） これに対して，Kloepfer, a. a. O., § 3 Rn. 13 は，文化的景域は同条の保護対象に含まれるも
のの，社会的環境はこれに含まれないとする。
25）「持続性」論から見た森林管理法制の歴史や機能等については，von Bubnoff, a. a. O., 2001, S.
33ff.
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記されているとおりである。すなわち，同条においては，森林経営の促進（2
号），および公衆の利益と森林所有者の利益との調整の必要性（3号）の規定と
並び，「森林の経済的利用に鑑みて（利用機能），そして環境，特に自然生態系
の持続的な能力，気候，水態系，大気の浄化，土壌の健全性，景域形成，農業
構造とインフラ構造，人々の保養にとって森林の有する意義に鑑みて（保護・
保養機能），森林を保全し，必要な場合には増殖させ，森林の秩序的な管理を
持続的に確保する」とされているのである（1 号）。また，「森林の管理」と題
された同法 11 条においても，森林の管理は秩序的かつ持続的になされるもの
とする旨が，明示的に規定されている27)。
⑶ 以上のような森林法制上の理念からは，以下の点を指摘することができ
るであろう。すなわち，第一に，森林とは，再生可能な環境資源として，そし
て「利用機能」と「保護・保養機能」とを併せ持つ環境資源として，その利用
にあたっては，その機能を損なうことなく保持される限りでのみ，許容される
べきものであると考えられている。そして，第二に，再生可能な環境資源とは
いっても，その再生には非常に長い期間を要するのであり，その再生のレート
を超えて過剰に利用された場合には，その損害は，現在世代に対してはもとよ
り，将来世代に対しても及ぶ可能性があることから，現在において，長期的お
よび予見的な視野に立ったうえで，森林資源の適切な管理を行なうことが，重
要になってくるという点である。そのため，森林管理に関する（行政）計画を
策定することで，森林の「利用機能」と「保護・保養機能」との調整，将来世
代の森林資源の利用・保護を視野に入れた森林管理（事前配慮的な森林管理）
の重要性・必要性が，説かれることとなるわけである28)。実際にも，連邦森
林法においては，森林伐採や森林地改変に関する許可制度（9 条） ここで
は管轄行政庁の裁量が（大きく）認められる と並び，森林管理に関する大
26） Gesetz zur Erhaltung des Waldes und zur Förderung der Forstwirtschaft vom 2. 5. 1975
（BGBl. I S. 1037）.
27） その他，例えば同法の 41 条 2 項においても，やはり森林の持続的管理を促進する旨が，明
示的に規定されていた。
28） Meinhard Schröder, „Nachhaltigkeit ⁕ als Ziel und Maßstab des deutschen Umweltrechts,
ViVerw 1995, 65（67）. 同論稿によれば，計画策定に基づく森林管理の必要性は，既に 19 世紀
中頃には，Robert von Mohl によって指摘されていることでもあったという。
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綱計画（Rahmenplan）の策定（6 条～8 条）が規定されており，森林管理法制
上の最も重要な手法として位置付けられている29)。
つまり，概して，森林管理法制，とりわけ連邦森林法に底流している「持続
性」とは，環境資源の「長期にわたる保護・管理」の意味であるといえる30)。
第 3節 水管理法制
⑴ 水という環境資源は，大気および土壌と並び，環境媒体のひとつとして
数えられるものであって，かつ人間および多くの動植物の生存にとって必要不
可欠のものである。そのため，これまでにおいても，水の量および質の双方に
わたる管理の必要性が，強く説かれてきたのである。そして，こうした水管理
の法制度のなかで，「持続性」という方向性が打ち出されてきたのであるが，
連邦レベルにおいては，連邦水管理法（Wasserhaushaltsgesetz, WHG）の 2002
年の改正31)をひとつの境目として，この方向性が黙示的に志向されてきたの
か，それとも明文をもって規定されるに至ったのかを区別することができ
る32)。
⑵ 連邦水管理法の 2002 年改正前の段階においても，明文によって「持続
性」が打ち出されていたわけではなかったとはいえ，水の「持続的な」管理が
一貫して志向されていたことは，一般的に指摘されるところである33)。すな
わち，同法の原則を定めた 1a 条 1 項は，水が，自然生態系の一構成要素であ
り，動植物の生存空間として確保されなければならないことから，公共の福祉
に資するよう，また公共の福祉と調和した利用がなされるよう，水の管理が行
なわれなければならない点を明記している。また，同条 2項によれば，水に対
29） 例えば，Sparwasser / Engel / Voßkuhle, a. a. O., § 6 Rn. 325.
30） V. Bubnoff, a. a. O., S. 143; Ketteler, NuR 2002, 513（517）; Rehbinder, in: Hansmann / Sellner
（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 84.
31） Gesetz zur Ordnung des Wasserhaushalts vom 19. 8. 2002. BGBl. I S. 3245.
32） なお，Ketteler, NuR 2002, 513（519）は，この 2002 年の連邦水管理法改正によって「持続
性」概念が明確に打ち出されるに至ったものの，本文で上述のように，それ以前においても，
「持続的な」水管理が志向されていたわけであり，その点では，この改正による明示規定化は，
宣言的意味しか持ちえないと指摘する。
33） このような指摘をする論者として，例えば，Winkler, in: Kiminich / von Lersner / Storm
（Hrsg.）, a. a. O., Sp. 1430; Axel Baisch, Bewirtschaftung im Wasserrecht, 1996, insbes. S. 44ff.;
Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 85.
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して悪影響を及ぼしうる措置がとろうとする者は，水の汚染や水質改変を阻止
し，水を倹約的に利用し，水の機能性を保持し，水量増大や水流激化を予防す
る為に必要な注意義務を負っているとされているのである。こうした同法上の
原則は，同法の規律する水の全てについて妥当するものであり，その存在形態
は問題とならない。ここでは，水の汚染や水質の改変を阻止が求められている
という点で，水質に着目した「持続的な」管理が志向されていると同時に，水
の倹約的な利用が明記されていることからもわかるとおり，高い公共性を持っ
た有限な水という資源の量に着目して，水量の「持続的な」管理もまた，志向
されるのである34)。とりわけ，これまで強く意識されてきたのは，地下水量
の「持続的な」管理であるとの指摘もある35)。
第 4節 土壌保護法制
⑴ 土壌保護法制の場合には，ドイツにおける他の実定環境法とは異なり，
連邦レベルにおいて実定法化がなされたのは，1998 年であり，ごく最近のこ
とであるといえる36)。それまでにおいても，土壌汚染は，とりわけストック
公害（Altlasten）をはじめとして，重大な問題として認識されていたものの，
連邦土壌保護法が制定される前は，ラントのレベルを含む他の実定環境法や警
察法を「活用」する形で，その法的対処が行なわれていたという経緯があっ
た37)。
⑵ これに対して，連邦土壌保護法（Bundesbodenshutzgesez, BBodSchG）
は，1 条において，「土壌の機能を持続性に確保し，または回復すること」を
同法の目的として明記している。それでは，同法が明記する「持続性」という
34） V. Bubnoff, a. a. O., S. 147.
35） Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 85. こうした水管理上の原則は，
連邦水管理法に所定の具体的な制度（および各ラントの水管理法における同様の制度）におい
て実現されていくこととなる。特に同法における「持続的な」水管理を実現しうる法的手法と
して想定されているのは，上述のような水管理の原則に裏打ちされた管理裁量（Bewirtschaf-
tungsermessen）の存在とその行使のための基準となる（べき）各種の計画である（Frenz, a.
a. O., S. 92ff.）。
36） Gesetz zum Schutz vor Schädlichen Bodenveränderungen und zur Sanierung von Altlasten
vom 17. 3. 1998. BGBl. I S. 502.
37） この点については，山下竜一『ドイツ環境法における原因者負担原則』（大阪府立大学経済
学部，1995 年）1頁以下。
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標語は，いかなる意味合いを持つものであろうか。この点については，土壌と
いう環境資源の特徴，そして土壌に対する汚染の問題の重大さという観点か
ら，以下のような点を指摘することができる。
すなわち，土壌という環境資源は，人間はもとより，多くの動植物にとって
もまた，生存するうえで不可欠の環境媒体であり，土壌に対する汚染は，一度
進行してしまうと，非常に長期にわたって土壌中に蓄積し続けるものであり，
また土壌の汚染が地下深くに浸透してしまうことで，例えば地下水汚染も併発
してしまう可能性がある。土壌という環境資源は，明らかに有限なものである
という点で，その浄化・保護・管理は，非常に重要になってくるのであるが，
それと同時に，汚染された土壌の再生・回復には，長期間かつ巨額の費用を要
することが，通例である。それゆえに，土壌と言いう環境資源は，技術的・理
論的には再生・回復可能ではあるものの，実際上は再生不可能であると見る向
きさえ，存在するのである38)。こうした土壌およびその汚染の重大性に鑑み
て，有限な環境資源としての土壌を濫伐することなく，長期的・持続的に
すなわち，現在世代に対してのみならず，将来世代に対しても ，また土壌
資源の有限性に配慮しながらかつ倹約的に，土壌・土地の利用を統御していく
とともに，土壌・土地の機能を害することなく，長期的・持続的にこれを管理
していくことが，求められているのである39)。
第 5節 自然保護法制
⑴ 連邦自然保護法（Bundesnaturschutzgesetz, BnatSchG.）における「持続
性」概念の表明は，同法が 2002 年に改正されたことに伴って，非常に強い形
で打ち出されることとなった40)。「自然保護および景域保全の目標」と題され
た同法 1 条は，前述した GG20a 条と同様の文言 「将来世代に対する責任
も負いながら」 を用いて将来世代の保護を説いたうえで，とりわけ以下の
ような規定を設けている。すなわち，自然および景域の保護・保全・発展・回
復にあたっては，生態系の機能性（Leistungs- und Funktionsfähigkeit des
Naturhaushalts）を「持続的に（auf Dauer）」確保すること（1 号），そして自然
38） 土壌は再生不可能な環境資源である旨を指摘する論者として，Schröder, ViVerw 1995, 65
(71); Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 91.
39） Schröder, ViVerw 1995, 65（71f.）; Ketteler, NuR 2002, 513（519）.
40） Gesetz über Naturschutz und Landschaftspflege vom 25. 3. 2002. BGBl. I S. 1193.
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財（Naturgüter）の再生可能性と持続的な（nachhaltig）利用可能性を確保する
こと（2号）が要求されているのである。
⑵ また，上述のような連邦自然保護法上の目標を具体的に実現していくた
めに掲げられる原則が，同法 2 条において多数列挙されている。そのなかで
も，同条 1項 2号は，再生可能な自然財と再生不可能な自然財とに区別し，前
者については，持続的な利用が可能であるように現在の利用がなされなければ
ならない点を，後者については，配慮しながら倹約的に利用されなければなら
ない点をそれぞれ原則として定めている。
⑶ ところで，連邦自然保護法においては，「生態系」や「自然財」という
ものの保護等が規定されている。同法において保護等が想定されている生態系
や自然財というのは，前款までに触れられていた個々の環境媒体や環境資源を
指すのではなく，自然生態系全体の複雑な作用連関（naturliches komplexes
Wirkungsgefüge）全般を指すものと解されており，また，この点は，同法が
2002 年に改正される前においても，認められていることでもあったのであ
る41)。そして，同法の 2002 年改正に伴う「持続性」概念の明示的目標化に伴
って，同法の各規定において，「持続性」の実現が図られているのである。例
えば， 化石燃料という有限かつ再生不可能な資源ではなく 再生可能な
資源を用いた「持続的なエネルギー供給」によって，気候変動を予防しなけれ
ばならない旨が説かれている（2条 1 項 6 号）。また，自然生態系の一構成要素
としての土壌に関しても，農業利用に際しては，土壌（土地）の「持続的な」
肥沃性および利用可能性が確保されるよう，適切な管理がなされる必要性が挙
げられている（5 条 4 項 1 号）。さらに，森林の利用については， 前述した
連邦森林法上の規定も想起されるところであるが その全てを伐採すること
は許されず，「持続的な」森林管理が行なわれなければならない（5 条 5 項）。
ビオトープ群（Biotopverbund）を創設することもまた，当該地域の動植物種
やそれらの個体群を「持続的に」保持することに寄与するものとして，規定が
設けられているのである（3条 2項）42)。
41） Schröder, ViVerw 1995, 65(69)； v. Bubnoff, a. a. O., S. 144.
42） 以上，Ketteler, NuR 2002, 513（518）.
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第 6節 国土整備法制と都市計画法制
⑴ マクロな視点からの土地空間の計画・形成を図る国土整備法制，さらに
よりミクロな視点に基づいて都市建設や都市環境整備を図っていく都市計画法
制においてもまた，「持続性」概念が明文規定をもって実定化されている。
国土整備法43)1 条 2 項においては，同法所定の目標を達成する際に，土地空
間の経済的および社会的な利用と環境保護的側面との調和を図って，「持続的
な国土の発展（nachhaltige Raumentwicklung）」を目指すことが掲げられてい
る。
そして，建築法典44)1 条 5 項⚑文においては，同法典に規定されているゲマ
インデによる都市計画の類型，すなわち土地利用準備計画（Flächennutzungs-
plan）および地区詳細計画（Bebauungsplan）から成る建築管理計画（Bauleit-
plan）の策定にあたっては，現在世代にとどまらずに，将来世代に対する責任
をも負いながら，経済的要求，社会的要求および環境保護的要求の三極関係に
ついて調和を図り，「持続的な都市建設上の発展（nachhaltige städtebauliche En-
twicklung）」を目指すことが，明文化されている。
⑵ 上記のように，国土の計画・形成，都市建設や都市環境整備についても
また，「持続性」概念が実定化されている。このような「持続性」概念の実定
化の背景には，そもそも土地というのは，明らかに有限な環境資源であって，
これらの法領域にとっては，土地空間をどのように利用または保護していくか
が，非常に重大な課題となるという点が指摘できるであろう。さらに，この点
に加えて，以下の点も併せて指摘することができる。すなわち，国土の計画・
形成，都市建設や土地環境整備といった法領域が，環境保護の法領域とは本来
的には無関係のものであったという点，そして，今日に至って，前者の領域に
おいても後者の視点を取りこむことが，積極的に求められるようになってきた
という沿革を指摘できるであろう45)。事実，この領域における「持続性」概
念の明文による実定化には，国土整備法および建築法典の双方が，1998 年に
改正されたことに伴って46)，実現したものであるという経緯がある。簡略に
43） Raumordnungsgesetz vom 18. 8. 1997（BGBl. I S. 2081）.
44） Baugesetzbuch vom 23. 9. 2004（BGBl. I S. 2414）, zuletzt geändert vom 21. 12. 2006（BGBl.
I S. 3316）.
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いえば，今日，これらの法領域において，国土や都市建設の持続的な発展とい
う標語で企図されているのは，一方では，経済的発展や社会的発展を意味する
土地空間の計画・形成や都市建設なのであり，他方では，それらの要求を一辺
倒に実現することなく，環境保護利益に十全に配慮しなければならないという
ことであり，将来を見据えたうえで，双方の観点の調和が保持されなければな
らないという点なのである。その意味では，これらの法領域において志向され
る「持続性」とは，経済的および社会的な発展と環境保護利益の確保との調和
を図るという「三極関係」が想定されているのである47)。
⑶ それでは，これらの法領域において，こうした「三極関係」はいかにし
て実現されうるのか。この点については，国土整備法および建築法典とも，行
政計画の役割が大いに重視されている点を指摘できる。いうまでもなく，行政
計画は，計画裁量（Planungsermessen）に基づくいわゆる「計画上の形成余地
（planerische Gestaltungsfreiheit）」に支えられながら，また同時に比較衡量原則
（Abwägungsgebot）によってその適法な行使の「筋道」が与えられながら，策
定されるものである。国土の形成や都市建設という経済的および社会的な利益
と環境保護利益との調和に基づく「持続的な国土の（都市建設上の）発展」と
は，こうした計画の策定に際して要求される計画化指針（Planungsleitsätze）
として，両法において規定されているのである。ここで意図される「持続的な
土地空間の（都市建設上の）発展」という目標には，上述のような特長を有す
る行政計画という手法は，まさに最適な手法のひとつであるということができ
る48)。
45） このように，本来的には環境保護と無関係の ともすれば環境保護と対立しうる 法領
域に環境保護的側面が組み込まれるという現象は，「統合的環境保護（integrierter Umwelt-
schutz）」の一形態として説明可能なものである（Rüdiger Breuer, Umweltschutzrecht, in:
Eberhard Schmidt-Aßmann（Hrsg.）, Besonderes Verwaltungsrecht, 13. Aufl., 2005, 5. Kap. Rn.
48）。
46） この両法の改正は，Gesetz zur Änderung des Baugesetzbuchs und zur Neuregelung des
Rechts der Raumordnung vom 18. 8. 1997. BGBl. I S. 2081 による。
47） 例 え ば，v. Bubnoff, a. a. O., S. 141ff.; Keteller, NuR 2002,; Rehbinder, Das deutsche
Umweltrecht auf dem Weg zur Nachhaltigkeit, NVwZ 2002, 657（659）; Kloepfer, a. a. O., § 10
Rn. 26 und 71; Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 87.
48） Rehbinder, in: Hansmann / Sellner（Hrsg.）, a. a. O., § 3 Rn. 87.
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第 7節 その他の法制
以上に掲げた例の他には，狩猟法制（Jagdrecht）や漁業法制（Fis-
chereirecht）においても，「持続性」が底流していたことが指摘されている49)。
これらの法領域においては，有限ではあるが再生可能な環境資源を対象として
おり，それらを長期的な視点からいかにして保全・管理していくかということ
が関心事となる点で，前款までに触れた「持続性」と共通する部分を見出すこ
とができるであろう。
また，今日，全世界的に気候変動問題および温暖化問題へのアプローチが高
まっているなかで，エネルギー関連法制の領域は，非常に重要な意義を持つよ
うになってきている。そして，ドイツにおいては，再生可能なエネルギーの優
先的利用を定める法律が，2000 年に制定されている50)。同法の目標によれば，
第⚕款においても触れたように，再生不可能な資源として日々枯渇の進む化石
燃料に代わり，再生可能なエネルギーを用いることで，「エネルギー供給の持
続的な発展」を実現し，気候変動や温暖化を予防するのである（⚑条）。
さらに，廃棄物法制においては，物質循環（Kreislaufwirtschaft）という観点
から，「持続性」との関連性を垣間見ることができる。循環経済・廃棄物法
（Kreislauf- und Abfallgesetz, KrW-/AbfG）51)においては，環境資源の「持続的な」
管理という点自体は，明示的に規定されているわけではないものの，環境資源
に対する配慮に基づく物質循環や原因者負担原則性を見出すことができる旨の
指摘がなされている52)。同法 1 条は，環境親和的な廃棄物除去と並んで，物
質循環の促進を同法上の目的として謳っている。また，廃棄物から第 2次原料
を得ることで，第 1次原料を使用することの「埋め合わせ」が，意図されてい
る（4 条 3 項 1 文）。さらに，生じてしまった廃棄物については，原則として，
その再利用（Verwertung）が優先されるが，環境資源に対する配慮から，廃棄
物の再利用と除去との影響の大きさが比較されたうえで，後者の選択肢が採ら
れることもありうる（5条 5 項 2 号）。同法上の製造物責任に関しても，物質循
環の観点に基づく環境資源への配慮をうかがわせるものである（22 条）。
49） Schröder, ViVerw 1995, 65（68f.）.
50） Gesetz für den Vorrang Erneuerbarer Energien vom 29. 3. 2000. BGBl. I S. 305.
51） Gesetz zur Förderung der Kreislaufwirtschaft und Sicherung der umweltverträglichen
Beseitigung von Abfällen vom 27. 11. 1994. BGBl. I S. 2705.
52） Schröder, ViVerw 1995, 65（72）.
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お わ り に
⑴ 以上のように，国際会議等における「持続的な発展」をめぐる取り組
み，そのドイツ国内でのリアクション，さらにドイツ環境法において実定化さ
れていたこと，また底流していたことが指摘されている「持続性」概念につい
て，その概略を見てきた。このように見てくると，ドイツ環境法に見られる
「持続性」とは，概して，環境資源を「持続的に（nachhaltig; dauerhaft）」管理
するという長期にわたる時間的側面が捉えられていると解されることが，通例
である。この点は，ドイツ環境法における「持続性」論のそもそもの起源が，
再生可能な環境資源である森林の管理に関する法領域に見出されるということ
が，想起可能であろう53)。
他方では，簡単ながら第 1 章において触れたように，「持続的な発展」をめ
ぐる議論の端緒に見られたのは，環境保護的側面を上記のように解することで
はなく，むしろ経済的発展・社会的発展・環境保護の三極関係の調和を保持し
ていくという点であったと解される。そして，その後に環境保護的観点のみを
抽出して，それをより具体的な指針へと「昇華」させるような試みがなされた
のであった。
⑵ これらの点を見るに，「持続的な発展」論と「持続性」論とは，その大
枠において異なるものであるということができるだろう54)。
しかしながら，ドイツ環境法上の「持続性」論においては，「持続性」の意
に統一性が無いこともまた，看過されてはならない。第 2章第 6節において触
53） なお，こうした観点からは，ドイツ環境法上の事前配慮原則（Vorsorgeprinzip）と「持続
性」の要請（あるいは持続性原則）とは，どのような関係に立つのか，という論点もまた浮上
することとなる。例えば，後者に独自の意義を見出す立場からは，前者をリスクに対する事前
配慮という単一の目的を追求するものと構成し，他方では，従来見られた前者の理解のうちの
環境資源（とりわけ大気）の管理の側面については，もはや同原則に含まれる目的とは解さず
に，新たに打ち立てられる持続性原則の目的として追求するべきものと捉える（Kahl, in: Bauer
/ Czybulka / Kahl / Voßkuhle（Hrsg.）, a. a. O., S. 133ff.）。ただし，こうした理解に対しては異
論も示されている。本小論では論点の指摘にとどめ，これらのより詳細な検討については，他
日を期したい。
54） Frenz, a. a. O., S. 26f.
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れたように，国土の計画・形成や都市建設・都市環境整備に関する法領域にお
いて実定化されていた「持続性」概念には，環境保護的側面と経済的・社会的
発展の側面との「統合」が想起されていた（勿論，これらの法領域においては，
環境保護が本来的な目的ではなかったという経緯がある）。さらに，ドイツにおけ
る実定環境法のなかでも，環境資源の持続的な管理という意義ではなく，当該
実定法上の保護対象に対する「持続的な」悪影響という意味から，「持続的な」
という語が用いられているケースも見られるのである。例えば，当時の連邦水
管理法は，水に対して危険を及ぼす物質が施設から排出される場合について規
律するが，ここで規定されている物質とは，「水の物理的，化学的または生物
学的な属性に対して，持続的に不利益的改変をする性向のある」物質のことを
いうとされていた（19g 条 5 項）。すなわち，ここでは，環境資源に対して及ぶ
悪影響が「持続」することが，想起されているのであり，環境資源を長期的に
管理するという文脈とは無関係なのである55)。水に対して危険を及ぼす物質
について，その点においては，「持続性」という文言の使用をめぐって，立法
者の立法行為に一貫性が欠けている点を指摘することができるであろう56)。
55） Schröder, ViVerw 1995, 65（74）は，そのような環境資源に対する悪影響は，そもそも「持
続的な」作用であることは自明なのであって，この文脈において「持続的」という文言を用い
ることは，不適当であるとして批判している。
56） Ketteler, NuR 2002, 513（520f.）.
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